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米国ワシントン州の不動産取引におけるＭＬＳ等の民間
機関の役割

一財 不動産適正取引推進機構 研究理事兼調査研究部長 小林 正典
こばやし まさのり

１．研究の背景・目的と調査研究方法

背景

人口減少・少子高齢化に直面している我が国に

おいて、持続可能で活力ある不動産市場の形成の

ため、住宅・土地等実物資産の流動化、住宅を含

めた既存ストックの有効活用が喫緊の課題となっ

ており、国民の住生活の向上、不動産市場の拡大

を図っていくことが必要となっている。このため、

国民生活や経済活動にとって必要不可欠な基盤と

なっている不動産市場の情報整備・提供について

充実することが安定した不動産取引の確保、不動

産関連事業者の新たな事業展開による経済活性化

といった観点からも、重要な政策課題であると言

える。こうした観点から、国土交通省は、不動産

業に関連する各分野の専門家等で構成する「不動

産流通市場活性化フォーラム」を 年 月に

設置し、特に、不動産の取引にあたって消費者の

求める情報が適時適確に提供されていないことが

ある、不動産事業者が消費者のニーズに応えられ

ていない局面がある等の課題を中心に議論を行い、

年 月に「不動産流通市場活性化フォーラム

提言」が取りまとめられた。本提言では、不動産

流通システム改革のために重要と思われる つの
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ある。

柱が提言され、第一に、消費者にとって必要な情

報の整備・提供が指摘されている。住宅性能など

市場流通時の物件情報の充実や、修繕履歴など不

動産に係る情報の蓄積・整備を行い、消費者が様々

な情報にアクセスしやすい環境を整備するとして

いる。第二に、不動産価格の透明性の向上である。

建物評価手法の見直し（リフォーム・改修等の査

定への反映）と金融機関など取引関係者への普及

を促進し、客観性のある価格の形成を促進するこ

とを提言している。第三に、先進的な不動産流通

ビジネスモデルの育成・支援と成功事例の普及で

ある。従来のビジネスモデルに依存せず、多様化

する消費者ニーズに対応できるような新たな既存

住宅の流通や既存ストックの有効活用に係る取組

を積極的に育成・支援することとしている。第四

に、宅地建物取引業者及び従業者の資質の向上で

ある。多様化する消費者ニーズに対応するために

は、従業者の資質向上が不可欠であり、教育制度

の充実等によりこれを実現するとしている。第五

に、住替え支援等多様な手段による既存ストック

の流動化の促進である。ホームインスペクション

（建物現況調査）の仕組みの整備やストック再

生・循環活用の促進等、制度改正も含めた環境整

備を行うとしている。これらの指摘を踏まえて、

現在各種の制度改正が進められているところであ

り、こうした不動産情報の整備・提供等による消

費者利益の実現のための不動産取引の透明性・効
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率性向上と、事業者間連携・中小業者の提案営業

力の向上を通じて、既存住宅流通・リフォーム市

場の倍増を目指すこととしている。

こうした政策展開は、米国各地で行われており、

特に、 年代以降、全米不動産協会

： が、連邦政府・議

会、消費者団体らと連携しながら、透明性の高い

安定した住宅供給システムを構築している。

米国住宅市場のバブルは 年代中頃から形

成されていたと考えられるが、価格の高騰と在庫

数の増加により 年後半から崩壊に転じ、この

結果、サブプライム問題が顕在化し、 年のリ

ーマン・ショックは世界的な金融危機をもたらす

要因となった。米国の戸建新築住宅

取引及び戸建既存住宅 取引の在

庫月数の推移を見ると住宅バブル崩壊がピークに

達した 年前後では ％を超えていたものが

年頃から回復し、既存住宅取引は引き続き好

調を続けている。米国の市場拡大を支えている要

因の一つに不動産情報整備提供システムである

があり、全米にお

ける市場拡大に大きな役割を果たしている。そこ

で本研究では 等の民間機関の機能・役割に焦

点を当てて不動産取引における情報公開の仕組み

が市場に与える影響を把握することとする。

研究の狙いと既往関連研究

国内ではこれらの不動産情報整備に関する研究

は主にマンション管理問題、不動産情報の法制度

の観点から実施されることが多く、市場における

安全な取引の確保のための不動産流通政策として

の研究は極めて限定的である。具体的には不動産

流通大手企業の所管である不動産流通経営協会に

おいて米国における既存住宅流通量拡大に関する

調査が行われてきたほか、斉藤・中城・小川

                                                      
参考文献 ・ 及び

 における近年の活動
を参照。

’

年 による米国カリフォルニア州の住宅取引にお

ける住宅・土地・住環境の情報の開示と専門家の

役割についての研究、阿部・斉藤 年 による

フランスのマンション管理体制や情報整備に関す

る研究がある。米国の既存住宅市場拡大の背景に

ある仲介・手数料制度に関する研究ついては白

川・大越 年 が米国の制度を詳述している。

米国の一部の州における不動産取引の情報整備の

制度やマクロ的な有効性、関連事業者との連携に

よる市場の拡大要因についての研究・提言は既に

行われているが、全米の の情報提供内容と他

の民間専門機関の役割・業務内容、不動産取引に

係る売買当事者に与える影響と効果については十

分な研究が行われていない。このため、本稿では、

全米各地の に共通する不動産情報整備の内容

と特にワシントン州 を現

地調査しながら、不動産取引の安全の確保手法に

ついて、 等の民間機関の発展の背景と現行制

度が市場に与える影響を把握し、我が国の不動産

取引とりわけ既存住宅の活性化に向けた民間組織

の活用の有効性についても考察を加える。

２． の業務

２－１． の基本的な役割・機能と変遷

不動産取引における物件情報の整備提供の充実

は売主 にとって自分の物件をより多くの

人に見て貰えることで販売機会の拡大につながり、

買主 にとって効率的に市場にある物件情

報を見付けられるため購入機会の拡大につながり、

不動産業者 にとって営業区域

の情報を全て把握することで営業機会の拡大につ

ながり、全米各地で がその実現を支えてきた。

全米で約 の が存在（ 年前には 超

の があった）しそのほとんどが の所有・

運営する であり、 の が独立系民間の

等 であり、

の情報項目・仕様・運営方針は

により、統一化さ

れ て お り 、
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という組織が制定している。また、

約 ある のうち 程度の各 の代表に

よる理事会 において情報共有、

運用改善が定期的に図られている。

の機能・役割としては各地域の不動産情報

の整備提供のみならず各地域統一の専任代理契約

書 の整備・管理がある。不動

産事業者は必ず営業区域の に所属することと

されており、事業者は地域の統一契約書を利用す

ることが決められている。売主が把握・提示する

物件状況確認書 は州政

府が決めているがそれ以外の契約書類・様式は

が作成している。標準統一様式を全事業者が

使用することで消費者保護につなげている。

２－２．ワシントン州・ の業務と効果

米国ワシントン州シアトル・キング郡にある

は全米でも数少ない独立系

民間組織の で 年半ばに創設され、

年シアトル・キング郡で一つの に集約され、

州内 の事務所にて事業を展開している。地域の

約 の不動産会社、 人の不動産事業者

に会員として利用されている。 は会員の月

会費（ブローカー企業会費：＄ 、企業に属して

いるエージェント会費：＄ ）で運営されており、

既述の地域の不動産情報整備提供と統一様式の管

理等を主要業務としつつ不動産取引の安全の確保

と地域の市場の活性化に貢献している。日本のレ

インズと異なり 事務所職員が苦情対応、現地

確認、規則遵守を徹底するガバナンスが確立され

ており、物件囲い込み（ポケットリスティング）

禁止と物件情報登録規則の厳格な運用を周知徹底

している。ワシントン州では、売主が不動産事業

                                                      
登録物件（現在 件）は全て同じ様式・

規則に基づき登録され、 日以内に販売された物件数

は約 件、過去 年間の売買履歴・成約情報等が

把握できる。

定期的に の情報交換が行われる。

を参照。

者と売買代理契約締結後 時間以内に不動産事

業者が に当該物件情報を登録しなければなら

ず、その物件の処理状況（購入希望者からの依頼

があるか、商談中か、市場に掲載され続けている

物件か）を正確に表示しなければならないことと

されている。 は、売主事業者が 時間以

内に の登録サイトに物件情報を掲載したこ

とを監督するため、不動産エージェントが所属す

るブローカー会社に監督義務を課し違反が判明し

た場合罰金制を導入している。また、他の会員に

より報告がなされることも多く電話やメール等に

よる通報に基づき監視 を徹底している。

は全会員に物件案内用のキーボックスの販

売と利用を義務付けており会員同士が物件の反

響・問い合わせ状況を共有することができる。レ

インズと異なり、物件情報・案内状況が 会

員全員に公開共有されているため、訴訟手続き前

の組織内相互監視、苦情処理がキーボックスの利

用で可能となっている。これまで会員内の内部通

報で規則違反を確認することが多く、書面や電話、

面会によって是正命令を行ってきたが、過去五年

間オンラインで 会員の不動産取引に関する

問合せ・通報、 側から指導・命令ができる

の利用を呼び掛けており（表１）

現在 ％の会員が登録を行っている。

表１：Transaction Desk Annual Logins at NWMLS

Year Total Logins Users

2016 1,163,175 19,371

2015 2,869,055 19,874

2014 913,693 15,126

2013 1,398 87

2012 404 32

これにより、 の組織運営のコスト削減のみ

ならず、不動産取引規則の是正効果にもつながっ

ている。例えば、 年度に登録会員にメールで

是正指導（不動産物件表示内容の修正・物件囲い

込みの中止命令・成約価格の期限内での登録等）
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力の向上を通じて、既存住宅流通・リフォーム市

場の倍増を目指すこととしている。

こうした政策展開は、米国各地で行われており、

特に、 年代以降、全米不動産協会

： が、連邦政府・議

会、消費者団体らと連携しながら、透明性の高い

安定した住宅供給システムを構築している。

米国住宅市場のバブルは 年代中頃から形

成されていたと考えられるが、価格の高騰と在庫

数の増加により 年後半から崩壊に転じ、この

結果、サブプライム問題が顕在化し、 年のリ

ーマン・ショックは世界的な金融危機をもたらす

要因となった。米国の戸建新築住宅

取引及び戸建既存住宅 取引の在

庫月数の推移を見ると住宅バブル崩壊がピークに

達した 年前後では ％を超えていたものが

年頃から回復し、既存住宅取引は引き続き好

調を続けている。米国の市場拡大を支えている要

因の一つに不動産情報整備提供システムである

があり、全米にお

ける市場拡大に大きな役割を果たしている。そこ

で本研究では 等の民間機関の機能・役割に焦

点を当てて不動産取引における情報公開の仕組み

が市場に与える影響を把握することとする。

研究の狙いと既往関連研究

国内ではこれらの不動産情報整備に関する研究

は主にマンション管理問題、不動産情報の法制度

の観点から実施されることが多く、市場における

安全な取引の確保のための不動産流通政策として

の研究は極めて限定的である。具体的には不動産

流通大手企業の所管である不動産流通経営協会に

おいて米国における既存住宅流通量拡大に関する

調査が行われてきたほか、斉藤・中城・小川

                                                      
参考文献 ・ 及び

 における近年の活動
を参照。

’

年 による米国カリフォルニア州の住宅取引にお

ける住宅・土地・住環境の情報の開示と専門家の

役割についての研究、阿部・斉藤 年 による

フランスのマンション管理体制や情報整備に関す

る研究がある。米国の既存住宅市場拡大の背景に

ある仲介・手数料制度に関する研究ついては白

川・大越 年 が米国の制度を詳述している。

米国の一部の州における不動産取引の情報整備の

制度やマクロ的な有効性、関連事業者との連携に

よる市場の拡大要因についての研究・提言は既に

行われているが、全米の の情報提供内容と他

の民間専門機関の役割・業務内容、不動産取引に

係る売買当事者に与える影響と効果については十

分な研究が行われていない。このため、本稿では、

全米各地の に共通する不動産情報整備の内容

と特にワシントン州 を現

地調査しながら、不動産取引の安全の確保手法に

ついて、 等の民間機関の発展の背景と現行制

度が市場に与える影響を把握し、我が国の不動産

取引とりわけ既存住宅の活性化に向けた民間組織

の活用の有効性についても考察を加える。

２． の業務

２－１． の基本的な役割・機能と変遷

不動産取引における物件情報の整備提供の充実

は売主 にとって自分の物件をより多くの

人に見て貰えることで販売機会の拡大につながり、

買主 にとって効率的に市場にある物件情

報を見付けられるため購入機会の拡大につながり、

不動産業者 にとって営業区域

の情報を全て把握することで営業機会の拡大につ

ながり、全米各地で がその実現を支えてきた。

全米で約 の が存在（ 年前には 超

の があった）しそのほとんどが の所有・

運営する であり、 の が独立系民間の

等 であり、

の情報項目・仕様・運営方針は

により、統一化さ

れ て お り 、
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を行った件数は 件で、是正措置が確認でき

たのが 件（ ％の是正率）であった。

また、会員に対してオンラインで罰金を警告し

た件数は 件で、実際に罰金が収められた件

数は 件であった。さらに、 ではより

合理的・効率的な不動産取引を推奨しており、会

員に対してオンライン契約・電子署名を促進して

いる。過去五年間で電子署名 を使

用した不動産取引が約 万件 年 から約

万件 年 と急増しており、約 割がオンライ

ンによる不動産取引となっている。日本では対

面・書面による不動産取引が原則となっており

活用による重要事項説明実施の実証実験が始まっ

ているが、 は電子契約・電子署名を促し、

ルールの監督体制を構築している。不動産取

引の電子化のみならず手続の総合管理・各段階に

必要となる書類の履歴整備のために、

（電子取引管理）を推奨

しており、全米各地で広まっている。

表２：Authenti-Sign Annual Logins at NWMLS 

Year Authenti-Signs Users

2016 491,453 15,173

2015 1,238,485 17,063

2014 818,691 14,205

2013 560,906 10,286

2012 270,587 6,098

この他、 の通常業務として会員に対する

研修・教育訓練の実施、テクニカルサポート、

というシアトル・キング郡の市場動向の

詳細レポートの提供を行っている。こうした

の業務は約 ある全米のどの でもほぼ共通

したものになっているが、詳細の規則、運営方法

はそれぞれの が独自に決めて各地域の不動産

                                                      
年 月 日

にて からのヒア

リング調査による。

電子取引は全米年 万件以上の不動産取引で活用

されている。

取引の活性化に取り組んでいる。

２－３． が整備提供する情報項目

が整備提供している不動産情報は以下の

項目である。 （所有者情報）、

（物件及び周辺の詳細情報）、

、 （税情報）、

（建物の設備・性能関連の情報）、

（価格）、

（物件概要）、 （周辺

市場動向）、 （住宅ローン履歴）、

（競売履歴）、

（地図）、 （市場統計概要）、

（地理空間情報）、

（近況市場動向）、 （経済指標）、

（物件周辺の詳細地域情報）、

（当該地区の人種・年収等の情報）、

（学校区情報）等の情報項目である。

は地域の行政機関（登記所、市区町村、州政府等）

と連携し地域情報を のシステム上で統合・整

備している 。日本と異なり、物件購入希望者は

を通じて網羅的な不動産情報の入手が可能で、

取引の安全確保、成約増加に貢献している。

３．ワシントン州の不動産取引における分業化

３－１．不動産取引における民間事業者の役割

ワシントン州の平均的な住宅の取引の場合、不

動産事業者による売買契約締結後、建物検査（ホ

ームインスぺクション）、ローン審査、エスクロー

審査、決裁手続等の全て手続が終了するまで約

～ 日間要すると言われている（図１参照） 。

この場合、不動産事業者

が全ての手続に関与するわけではなく、米国では

不動産取引に関わる多数の各種専門家が存在する。

これは、州政府等の法制度に基づく仕組みではな

                                                      
不動産業者が利用する売買物件情報システムは

社製 が北米有数の で使用されている

（日本の に相当）。

年 月 日 氏からの調査に

より作成。
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く、不動産エージェントが日頃の人間関係を通じ

て分業化を実現しているもので、 年代に確立

されている。例えば、契約の際に、弁護士による

契約書のリーガルチェックが入るほか、アプレイ

ザーにより価格査定（融資担保評価査定）が行わ

れる。住宅ローンに関しては、モゲージブロカー

が最適ローンの提案を行うことが通例で、この他、

ファイナンシャルアドバイザーが生活設計の提案

を行う。また、ワシントン州の場合、売主の責務

として （告知書）

を契約時に買主側に提示することが義務付けられ

ている。これは、西海岸では主に売主注意せよと

いう取引慣行に基づくものであり、物理的瑕疵の

有無、現況確認は一義的には売主側に責任がある

とし州法でその手続が義務付けられており、その

内容については不動産事業者が関わることはない。

その上で、契約締結後に買主側がその告知書の内

容を確認する意味で建物現況調査（ホームインス

ぺクション）を実施することとしている。建物の

現状を調査診断するホームインスペクターがこの

業務に関わることになっている。また、土地の境

界を確定し測量する必要がある場合はランドサー

ベイヤーが対応する。さらに、権原を調査し保証

するタイトルオフィサー、決済を確実に行うエス

クロー・エージェントは、ワシントン州等西海岸

に特有の手続・民間機関である。ワシントン州の

平均的な戸建て住宅（ 万ドルの物件を頭金 ％

で購入した場合）の取引の場合の各民間事業者・

専門家に渡る手数料（フィー）は図２の通りで、

分業化されていない日本では各業務が売主・買主
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（金融機関改革再生法）により、不動
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を通じて網羅的な不動産情報の入手が可能で、
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動産事業者による売買契約締結後、建物検査（ホ

ームインスぺクション）、ローン審査、エスクロー

審査、決裁手続等の全て手続が終了するまで約

～ 日間要すると言われている（図１参照） 。

この場合、不動産事業者

が全ての手続に関与するわけではなく、米国では

不動産取引に関わる多数の各種専門家が存在する。

これは、州政府等の法制度に基づく仕組みではな
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られている 。

米国における一般的な戸建持家の鑑定評価は、

原価法（再調達原価法） と取引事

例比較法 を組み合

わせた鑑定が行われるのが通常で、原価法におい

ては、実質的経過年数 を評価する

にあたり、経済的耐用年数

及び後者から前者を引いた経済的残存耐用年数

を求める必要があり、

はこれらを算定するには新築時からの

物件の減価 額及び率、 の状況を、

市場抽出法 や築年減

価法 、減価要因分析法

等で判定・算定している。こ

の鑑定作業を支えているのが既述の であり、

から建物の減価に関する情報（①物理的劣

化 ：通常の使用における

破損や摩耗、疲弊の情報 、②機能的陳腐化

：建物や設備の構造、

材料あるいはデザイン・形式・機能などが時代遅

れとなることによる機能上・利用上の価値低下 、

③市場的陳腐化 ：住宅が

土地に固定されているために所有者の意思や管理

ではコントロールできない外部の市場環境の変化

に伴う流通性の低下の つの要因により発生する

減価要因 に関する情報を入手して鑑定作業を行

うほか、実務上 上で識別できる近傍類似物件

の成約価格情報の取得による取引事例比較により、

効率的に鑑定評価業務を行っている。レインズの

情報は仲介事業者のみに共有されるシステムであ

るため鑑定と連携されておらず、売買契約段階に

おける売出し価格（ ）について、事

業者は原価法、取引事例比較法の組合せによる詳

細な根拠が示せず、購入検討者も価格の妥当性判

断が困難となる問題が生じる要因となっている。

                                                      
国土交通省住宅局「住宅の実質的な使用価値の評価

手法に関する調査報告書」（ 年 月） 頁～ 頁

参照

３－３．エスクロー事業者（ ）の役割

ワシントン州の不動産取引において、特徴的な

民間機関・専門家がエスクロー業務に関する機関

である。日本と異なりエスクローが売主と買主の

調整機関として様々な書類の管理・決済等総合的

な調整を行い、買主の手付金保全、固定資産税等

関係諸税の支払いの確認、住宅ローン審査の調整、

売主の諸経費の支払い調整、売主・買主がそれぞ

れ付帯した各種条件の調整、権原保証の確認、登

記・引渡しに至るまでの総合調整を行うことがエ

スクローの役割・業務であり、円滑な取引業務を

支えている。エスクローは三つに分類され、専門

的に行う独立系（ ）の会社・個人、

等の権原保証会社が保有する

（ ）会社、不動産会社が保有する（

）会社があり、いずれも州の担当局

が認可する資格取得が必要でありワシントン州で

はエスクローの一般的な処理件数は月約 件と

され、その業務の多くは女性によって行われる。

エスクローは不動産登記に至るまでの業務を補完

する側面と売主・買主双方の責務を完全に履行さ

せ確実な物件引渡しを確保する専門家として不動

産取引の確実性を支援する側面があり、契約終了

後の紛争未然防止にも資する意味で意義がある。

３－４．権原保証 会社の役割

ワシントン州の不動産取引では取引の初期段階

で権原（タイトル）保証会社が調査を行い、プレ

リミナリーレポート 予備タイトル報告書）を出す

ことが一般的になっている。これは、米国では、

離婚・養育費、破産等、物件に未確認債権が関係

していることが多いためである。売主が買主のた

めに購入するバイヤーズ・ポリシー、買主が金融

機関のために購入するレンダーズ・ポリシーの二

種類の保証に分かれる。売主、買主がそれぞれ権

原保証に入ることで、仮に取引決済後に何らかの

当該不動産の権原上の瑕疵が発見されたとしても

タイトル会社が保証することで紛争を回避するこ

とができる。全米の不動産タイトルの履歴情報は

全米最大のタイトル会社である
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が保有しており、他のタイトル会社は年間使用料

を支払うことで全米不動産の権原・契約・決済等

に関する情報を共有できることになっている。

この の税金、登記、売買履歴等

の物件売買履歴情報を一元的に集約し、不動産に

関する詳細な属性情報をまとめて提供するシステ

ムが 社の であり、全米各地の

が利用し、市場の透明化に貢献している。

３－５．建物調査士 の役割

ワシントン州の不動産取引において 年代

に入り活用・普及し始めたのが建物調査士

である。元々、 年に設立された

：米

国ホームインスペクターズ協会 が任意のホーム

インスペクションの基準・ガイドラインづくりに

取り組んでいたが、当初は、投資額の保護と差押

え物件の価値を見極めるためのインスペクション

であり買主保護の視点はなかった。 年 年

代前半まで各州で資格も不要でホームインスペク

ションは顧客が家を買うための一般知識に過ぎず、

契約書上に位置づけられるものではなかった。一

方、インスペクターが消費者保護に抵触するトラ

ブルが急増したことや 年マサチューセッツ

州で州法によるホームインスペクター資格制度・

検査基準が導入されたこと等が背景としてワシン

トン州でも州独自の検査基準の策定、州法に基づ

く資格制度が 年に導入された。不動産事業者

は最低 者以上のインスペクターを買主に紹介し

なければならなくなり従来以上に買主保護が徹底

されるようになった。米国ではホームインスペク

ターは細かい構造や詳細は立ち入らないこととさ

れ、家の現況を客観的に調査・報告することが最

大の目的であり、州政府は （最

低基準項目）と標準様式を定め、買主はインスペ

クションの結果によって契約手続きを継続するか

を決めることになる。日本の改正宅地建物取引業

法で位置づけられるインスペクターとの違いは、

不動産事業者はインスペクターの業務・報告内容

には一切関わらないことである。これにより、契

約の確実な終了を目指す仲介業者の圧力、フィー

の収入確保を願うエスクローの介入等が排除され、

インスペクターの中立性が確保され、顧客に報告

書の内容を客観的に伝えることが担保される。信

頼できるインスペクション報告書の普及が流通市

場の活性化につながっており、紛争・裁判に仲介

業者が巻き込まれずホームインスペクターが訴訟

対応を行うという効果も生んでいる。

４．ワシントン州の不動産事業者の教育訓練

ワシントン州の不動産取引はワシントン州キン

グ郡協会等の地域の不動産協会により事業者教育

が徹底される。州の事業者資格を取得するために

は 講習 時間、 講習

時間（初回更新時）が義務付けられる。また、

二年毎の資格更新時に更に 時間講習が必須と

されており、州政府等の法制度の講習、実務講習

の両面で訓練を受けている。こうした教育は地域

協会のみならず事業者が所属する会社単位、全米

レベルの定期的な教育訓練も義務付けられる。ワ

シントン州は教育訓練が活発な地域であり、倫理

綱領 に基づく事業者の資質向上

を目指す継続的な活動が、消費者保護、市場の拡

大につながる不動産取引制度の進化と一般消費者

への普及・定着の好循環につながっている。

５．結論－おわりに

本稿では、米国ワシントン州の不動産取引にお

ける民間機関の役割、とりわけ市場の透明性を高

め、売主・買主双方にとってより安心して取引が

できるサービス・商品を提供している 、民間

専門家の役割・具体的な業務内容を明らかにし、

それぞれの民間事業者・専門家が連携・協働する

ことによって市場の安定化・拡大に寄与している

関係性、具体的手続について把握した。

によるインターネットによる物件情報提供の

不動産市場に与える影響等については、

や

Magné 等が不動産情報の網羅性

と検索の容易性が購入検討者の物件取得コストを

られている 。

米国における一般的な戸建持家の鑑定評価は、

原価法（再調達原価法） と取引事

例比較法 を組み合

わせた鑑定が行われるのが通常で、原価法におい

ては、実質的経過年数 を評価する

にあたり、経済的耐用年数

及び後者から前者を引いた経済的残存耐用年数

を求める必要があり、

はこれらを算定するには新築時からの

物件の減価 額及び率、 の状況を、

市場抽出法 や築年減

価法 、減価要因分析法

等で判定・算定している。こ

の鑑定作業を支えているのが既述の であり、

から建物の減価に関する情報（①物理的劣

化 ：通常の使用における

破損や摩耗、疲弊の情報 、②機能的陳腐化

：建物や設備の構造、

材料あるいはデザイン・形式・機能などが時代遅

れとなることによる機能上・利用上の価値低下 、

③市場的陳腐化 ：住宅が

土地に固定されているために所有者の意思や管理

ではコントロールできない外部の市場環境の変化

に伴う流通性の低下の つの要因により発生する

減価要因 に関する情報を入手して鑑定作業を行

うほか、実務上 上で識別できる近傍類似物件

の成約価格情報の取得による取引事例比較により、

効率的に鑑定評価業務を行っている。レインズの

情報は仲介事業者のみに共有されるシステムであ

るため鑑定と連携されておらず、売買契約段階に

おける売出し価格（ ）について、事

業者は原価法、取引事例比較法の組合せによる詳

細な根拠が示せず、購入検討者も価格の妥当性判

断が困難となる問題が生じる要因となっている。

                                                      
国土交通省住宅局「住宅の実質的な使用価値の評価

手法に関する調査報告書」（ 年 月） 頁～ 頁

参照

３－３．エスクロー事業者（ ）の役割

ワシントン州の不動産取引において、特徴的な

民間機関・専門家がエスクロー業務に関する機関

である。日本と異なりエスクローが売主と買主の

調整機関として様々な書類の管理・決済等総合的

な調整を行い、買主の手付金保全、固定資産税等

関係諸税の支払いの確認、住宅ローン審査の調整、

売主の諸経費の支払い調整、売主・買主がそれぞ

れ付帯した各種条件の調整、権原保証の確認、登

記・引渡しに至るまでの総合調整を行うことがエ

スクローの役割・業務であり、円滑な取引業務を

支えている。エスクローは三つに分類され、専門

的に行う独立系（ ）の会社・個人、

等の権原保証会社が保有する

（ ）会社、不動産会社が保有する（

）会社があり、いずれも州の担当局

が認可する資格取得が必要でありワシントン州で

はエスクローの一般的な処理件数は月約 件と

され、その業務の多くは女性によって行われる。

エスクローは不動産登記に至るまでの業務を補完

する側面と売主・買主双方の責務を完全に履行さ

せ確実な物件引渡しを確保する専門家として不動

産取引の確実性を支援する側面があり、契約終了

後の紛争未然防止にも資する意味で意義がある。

３－４．権原保証 会社の役割

ワシントン州の不動産取引では取引の初期段階

で権原（タイトル）保証会社が調査を行い、プレ

リミナリーレポート 予備タイトル報告書）を出す

ことが一般的になっている。これは、米国では、

離婚・養育費、破産等、物件に未確認債権が関係

していることが多いためである。売主が買主のた

めに購入するバイヤーズ・ポリシー、買主が金融

機関のために購入するレンダーズ・ポリシーの二

種類の保証に分かれる。売主、買主がそれぞれ権

原保証に入ることで、仮に取引決済後に何らかの

当該不動産の権原上の瑕疵が発見されたとしても

タイトル会社が保証することで紛争を回避するこ

とができる。全米の不動産タイトルの履歴情報は

全米最大のタイトル会社である
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低減する等の検証を行っている。全米 の

の情報項目の違い、地域毎の運用ルールの相違等

課題はあるが、ワシントン州での不動産取引の活

性化の背景として、第一に における網羅的

な情報整備、情報の即時性・正確性の確保があり、

の物件登録ルールの遵守の徹底、監視体制

の充実、地域の不動産事業者の営業支援により支

えられていることが分かった。第二に分業化・役

割分担の普及である。不動産事業者に不動産取引

の契約から決済までの全業務を集中させず、物件

情報収集、住宅ローンのサービス、物件の物理的

瑕疵の調査、権原の保証の専門的な調査業務、精

算・必要書類の総合管理を行う業務を効率的に分

担させる仕組みを確立している。州政府が一定の

関与をしながら、金融機関が関連する鑑定に関す

る全米で統一したルールについては連邦政府レベ

ルの法整備に委ね、基本的には地域不動産協会が

主導して と協働して分業システムを事業者

に浸透させている。第三に各民間機関・専門家に

配分される手数料（フィー）の確保である。競争

原理が前提とはいえ特定業種・大手企業にのみ業

務が独占せず不動産取引に関連する市場関係者に

業務が循環しその都度フィーが確保され収益性が

上がる仕組みが整備されている。第四に建物の改

修履歴・維持管理、減価の評価が適正にできる鑑

定評価制度の普及である。金融機関に対し連邦統

一基準による評価を義務付け、金融機関・不動産

会社外の専門家に鑑定を委託する仕組みとその人

材育成、そしてその評価業務を支える市場の情報

共有を が支えている。第五に契約成立後に

残代金支払い、精算管理、契約条件の確認等の総

合調整作業を行うエスクローシステムの普及であ

る。西海岸で一般的で東海岸では弁護士が当該業

務を担うがこうした第三者機関が売主・買主の間

に入ることで紛争の未然防止、確実な契約履行、

適正な登記事務を可能としている。第六に権原保

証会社による物件の詳細調査の実行と契約の安定

の確保である。過去の不動産契約履歴、契約・決

済に関する全情報を網羅的に整備する民間版法務

局の存在が権原の瑕疵の確認、契約後の紛争防止

に貢献している。第七としてホームインスペクシ

ョンの活用、普及が買主保護につながっており、

より安全な不動産取引に貢献している。最後にこ

れら民間機関の役割・機能を地域不動産協会が認

め、不動産事業者にその連携を呼び掛け、不動産

取引ルールの遵守徹底・事業者教育の充実が全体

の不動産流通システムを機能させ地域の市場活性

化を実現している。

我が国の不動産取引の活性化とりわけ既存住宅

市場の拡大と安全な取引の実現を図るため、米国

ワシントン州の市場活性化の要因として考えられ

る や民間専門家との連携・協働システム導入

の検討が重要となる。現行制度による取組みに加

えて、地域行政機関、民間機関との連携による網

羅的な不動産情報の整備提供、それを前提として

建物評価制度の見直しと金融機関と連携した仕組

みの普及、宅建業者と各専門家・民間機関との分

業・連携による不動産流通システム構築、不動産

関連事業者への教育と人材育成を行う場づくりの

充実が必要である。法制度とその運用の周知に併

せて情報整備、分業・連携、鑑定評価、性能検査、

保証、教育・人材育成が総合的に融合した新たな

社会システムとしての不動産流通システムを我が

国で構築することが求められていると考える。
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